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◆２３５ 工事担任者 

電気通信事業法に基づく工事担任者資格者証の交付を受けた者（令和３年度以降の試験あるいは養成課程等を経た、第

１級アナログ通信及び第１級デジタル通信の工事担任者資格者証の交付を受けた者又は総合通信の工事担任者資格者

証の交付を受けた者に限る）であって、その資格者証の交付後、３年以上の実務経験を有する者 
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１．資格の確認 

以下の①及び②の書類については、「前期に申請していない場合」や「前期の申請内容から変更が

あった場合」に提出が必要となります。（提出書類） 

（注意事項） 

 有効期間のある資格について、更新した場合は、「前期の申請内容から変更があった場合」に該当しますので、

改めて以下の確認書類の提出が必要となります。 

① 技術職員名簿（規則様式第 25号の 14別紙 2）に記載されている職員のうち、次に掲げる者の有 

する国家資格等を確認する書類の写し 

ア 基幹技能者にあっては、有効期間内の登録基幹技能者講習修了証 

 イ 大臣認定の者にあっては、有効期間内の大臣認定書 

  ウ 営業所技術者等以外の者で指定学科卒の者にあっては、卒業証書又は卒業証明書 

エ 営業所技術者等で当該営業所技術者等の要件となる国家資格等以外の国家資格等を有する職員にあっては、 

当該資格等を証する書類 

  オ 監理技術者講習受講者にあっては、有効期間内の監理技術者資格者証及び講習修了証 

   カ 国家資格者等で令和 2年 4月 1日以降に新たな資格を取得した者もしくは新たに技術職員として追加した 

者にあっては、当該資格等を証する書類 

      ※建設技能者の業種については、117ページを参照してください。 

（注意事項） 

・ 実務経験が必要な資格を有する者や指定学科卒業者については、資格取得日や卒業日から審査基準日ま

での間に、所定の期間の実務経験が必要です。・ 監理技術者資格者証について、所属建設業者名など記

載事項に変更があった場合は、交付機関（財団法人建設業技術者センター）にて所定の変更手続き行った

上、申請してください。 

・ 監理技術者講習受講の要件については、28ページをご覧ください。 

・ 解体に関する免状は必ず添付してください。 
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・ 上記エについては、基準日以前に合格している(合格後、実務経験が必要な資格にあっては、基準日時点 

でその要件を満たしている)ことが必要です。 

・ 建設技能者については、建設キャリアアップシステムのカードのみならず能力評価結果通知書が必要で 

す。 

   ・ 監理技術者補佐として認められる業種は、主任技術者の資格を有する業種に限られます。 


